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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成22年６月29日に提出いたしました第32期（自　平成21年4月1日　至　平成22年３月31日）有価証券報

告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報

告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

　（1）連結財務諸表

　　注記事項

　　　（賃貸等不動産関係）

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　を付して表示しております。

第一部【企業情報】

　第５【経理の状況】

　　１【連結財務諸表等】

　　　（1）【連結財務諸表】

　　　　【注記事項】

　　　　　（賃貸等不動産関係）

　

(訂正前)

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　

　(追加情報)

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成

20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第23号　平成20年11月28日）を適用しております。

　

当社及び一部の連結子会社では、愛知県その他の地域において、賃貸用のオフィスビル及び賃貸住宅を

有しております。平成22年３月期における当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は33,451千円（賃貸収益は

売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上しております。）であります。

　賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日におけ

る時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

　
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

4,343,307 △302,386 4,040,920 3,919,364

（注）1　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

2　時価の算定方法

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含

む。）であります。

　

(訂正後)
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　

省略

　

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

3,135,039 △373,089 2,761,950 2,890,058

（注）1　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

2　時価の算定方法

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含

む。）であります。
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